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 ① 介護予防サービス費 

（表4-66） 

平成30年度
平成31年度
(2019年度）

平成32年度
（2020年度）

平成37年度
（2025年度）

（１）介護予防サービス
給付費（千円）
人数（人）
給付費（千円） 409 409 409 819
回数（回） 4.2 4.2 4.2 8.4
人数（人） 1 1 1 2
給付費（千円） 11,809 14,489 19,001 45,084
回数（回） 231.0 284.4 374.0 887.4
人数（人） 41 42 44 58
給付費（千円） 11,979 19,578 29,879 67,545
回数（回） 351.0 575.0 879.1 1,991.2
人数（人） 26 35 45 61
給付費（千円） 3,379 3,380 3,380 3,380
人数（人） 28 28 28 28
給付費（千円）
人数（人）
給付費（千円） 118,196 143,893 172,803 237,382
人数（人） 287 348 417 571
給付費（千円） 4,026 3,846 3,483 3,483
日数（日） 52.0 53.6 56.8 56.8
人数（人） 8 8 8 8
給付費（千円） 0 0 0 0
日数（日） 0.0 0.0 0.0 0.0
人数（人） 0 0 0 0
給付費（千円） 0 0 0 0
日数（日） 0.0 0.0 0.0 0.0
人数（人） 0 0 0 0
給付費（千円） 21,095 23,271 25,442 36,782
人数（人） 370 410 450 650
給付費（千円） 6,889 8,278 9,648 16,555
人数（人） 20 24 28 48

介護予防住宅改修 給付費（千円） 11,506 11,982 11,982 11,982
人数（人） 10 10 10 10
給付費（千円） 10,504 10,508 10,508 10,508
人数（人） 12 12 12 12

（２）地域密着型介護予防サービス
給付費（千円） 0 0 0 0
回数（回） 0.0 0.0 0.0 0.0
人数（人） 0 0 0 0
給付費（千円） 2,179 3,052 3,488 4,796
人数（人） 5 7 8 11
給付費（千円） 4,611 4,613 4,613 6,919
人数（人） 2 2 2 3
給付費（千円） 32,272 34,741 37,304 46,413
人数（人） 592 637 684 851

合計 給付費（千円） 238,854 282,040 331,940 491,648

介護予防訪問介護

介護予防認知症対応型通所介護

介護予防小規模多機能型居宅介護

介護予防認知症対応型共同生活介護

介護予防短期入所生活介護

介護予防短期入所療養介護（老健）

介護予防短期入所療養介護（病院等）

介護予防福祉用具貸与

特定介護予防福祉用具購入費

介護予防特定施設入居者生活介護

（３）介護予防支援

介護予防訪問入浴介護

介護予防訪問看護

介護予防訪問リハビリテーション

介護予防居宅療養管理指導

介護予防通所介護

介護予防通所リハビリテーション
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② 介護サービス費 

（表4-67） 

平成30年度
平成31年度

（2019年度）

平成32年度

（2020年度）

平成37年度

（2025年度）

（１）居宅サービス
給付費（千円） 429,393 435,365 434,753 454,460
回数（回） 13,656.5 13,849.5 13,850.4 14,592.4
人数（人） 710 730 750 850
給付費（千円） 56,825 67,761 78,513 105,665
回数（回） 408.0 488.6 567.8 767.5
人数（人） 79 94 105 122
給付費（千円） 130,182 141,118 147,216 193,642
回数（回） 2,098.4 2,264.8 2,354.0 3,091.5
人数（人） 295 311 322 384
給付費（千円） 26,324 24,383 23,722 38,890
回数（回） 751.2 696.0 677.3 1,108.9
人数（人） 70 70 70 80
給付費（千円） 67,858 70,618 71,943 84,368
人数（人） 564 589 602 709
給付費（千円） 1,198,368 1,227,836 1,256,478 1,504,471
回数（回） 13,109.5 13,597.7 14,129.9 17,250.5
人数（人） 1,120 1,150 1,180 1,330
給付費（千円） 420,510 429,840 444,296 517,601
回数（回） 4,268.3 4,441.9 4,660.9 5,608.0
人数（人） 480 490 500 550
給付費（千円） 398,158 395,420 379,738 383,554
日数（日） 4,017.6 4,012.9 3,877.4 3,944.7
人数（人） 320 330 330 343
給付費（千円） 47,990 47,627 40,795 36,991
日数（日） 349.8 347.9 299.7 273.0
人数（人） 42 46 48 55
給付費（千円） 2,592 0 0 0
日数（日） 25.9 0.0 0.0 0.0
人数（人） 1 0 0 0
給付費（千円） 215,498 217,659 217,076 244,856
人数（人） 1,453 1,501 1,535 1,822
給付費（千円） 10,826 11,389 11,995 15,274
人数（人） 31 33 35 45
給付費（千円） 14,400 14,400 14,400 14,571
人数（人） 15 15 15 15
給付費（千円） 158,086 157,418 165,821 169,191
人数（人） 71 71 74 76

（２）地域密着型サービス
給付費（千円） 0 19,724 41,518 88,758
人数（人） 0 10 21 45
給付費（千円） 0 0 0 0
人数（人） 0 0 0 0
給付費（千円） 163,677 196,361 233,378 344,575
回数（回） 1,354.1 1,620.4 1,916.2 2,770.1
人数（人） 130 151 174 228
給付費（千円） 266,860 324,411 333,688 404,030
人数（人） 114 139 143 178
給付費（千円） 905,912 940,556 997,758 1,179,748
人数（人） 317 329 349 413
給付費（千円） 0 0 0 0
人数（人） 0 0 0 0
給付費（千円） 272,413 272,535 282,543 345,697
人数（人） 82 82 85 102
給付費（千円） 0 27,749 58,472 124,872
人数（人） 0 10 21 45
給付費（千円） 639,640 696,225 744,052 1,085,570
回数（回） 6,533.0 7,162.1 7,716.0 11,526.8
人数（人） 441 463 483 603

（３）施設サービス
給付費（千円） 1,337,759 1,356,376 1,397,921 1,627,093
人数（人） 457 462 477 550
給付費（千円） 1,638,920 1,639,654 1,702,520 2,183,990
人数（人） 521 521 541 693

介護医療院 給付費（千円） 0 0 0 193,544

(平成37年度は介護療養型医療施設を含む） 人数（人） 0 0 0 66
給付費（千円） 118,072 118,125 118,125
人数（人） 38 38 38
給付費（千円） 397,548 396,680 394,849 450,690
人数（人） 2,582 2,595 2,608 3,012

合計 給付費（千円） 8,917,811 9,229,230 9,591,570 11,792,101

訪問介護

訪問入浴介護

訪問看護

訪問リハビリテーション

居宅療養管理指導

通所介護

通所リハビリテーション

短期入所生活介護

短期入所療養介護（老健）

短期入所療養介護（病院等）

福祉用具貸与

特定福祉用具購入費

住宅改修費

特定施設入居者生活介護

定期巡回・随時対応型訪問介護看護

夜間対応型訪問介護

認知症対応型通所介護

小規模多機能型居宅介護

介護老人保健施設

介護療養型医療施設

（４）居宅介護支援

認知症対応型共同生活介護

地域密着型特定施設入居者生活介護

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護

看護小規模多機能型居宅介護

地域密着型通所介護

介護老人福祉施設

 

介護保険給付費合計 

平成30年度
平成31年度

（2019年度）

平成32年度

（2020年度）

平成37年度

（2025年度）

9,156,665 9,511,270 9,923,510 12,283,749総給付費  
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③ 地域支援事業費 

（表4-68） 

平成30年度
平成31年度
(2019年度)

平成32年度
(2020年度)

平成37年度
(2025年度)

574,063 609,829 633,916 797,745

361,664 382,430 406,517 565,346

212,399 227,399 227,399 232,399

地域支援事業費（B）

包括的支援事業・任意事業費

介護予防・日常生活支援総合事業費

 

（５）第１号被保険者保険料の算定 

① 保険料基準額の算定 

第 7期計画期間（平成 30 年度から平成 32（2020）年度まで）の標準的な第１号被保険者

の負担分は，介護保険給付費と地域支援事業費の合計額の23％です。ただし，国からの調整

交付金の交付割合が，後期高齢者加入割合と所得段階別加入割合に応じて 補正されるため，

ひたちなか市では約24.91％の負担見込みとなります。 

この負担額から，第6期までの介護給付費準備基金積立残高からの取崩額を差し引いて保

険料収納必要額を算出し，さらに，予定収納率を考慮した額に置き換えます。この額を所得

段階別加入割合補正後の被保険者数で除して得た年額が59,207円となり，保険料基準額（月

額）は4,934円となります。 

 

（表4-69） 

平成30年度
平成31年度
（2019年度）

平成32年度
(2020年度)

合 計

（A） 9,691,312,976円　 10,172,160,933円　 10,720,113,006円　 30,583,586,915円　

（B） 574,063,000円　 609,829,000円　 633,916,000円　 1,817,808,000円　

（C） 361,664,000円　 382,430,000円　 406,517,000円　 1,150,611,000円　

（D） 2,361,036,474円　 2,479,857,685円　 2,611,426,671円　 7,452,320,830円　

（E） 502,648,849円　 527,729,547円　 556,331,500円　 1,586,709,896円　

（H） 2.91% 3.08% 3.28%

（F） 1.0429 1.0381 1.0297

後期高齢者加入割合補正係数（2区分） 1.0213 1.0152 1.0042

後期高齢者加入割合補正係数（3区分） 1.0644 1.0610 1.0552

（G） 1.0459 1.0439 1.0439

（I） 292,542,000円　 325,081,000円　 364,953,000円　 982,576,000円　

（J）

（K） 円

882,397,301円　

（L） 722,000,000円　

（M） 円 円 円 円

（N） 円 円 円 円

（O） 円

（P） 円

（Q） 7,334,454,726円　

平成30年度
平成31年度
(2019年度)

平成32年度
(2020年度)

合計

（R）

（S） 41,296人　 41,889人　 42,579人　 125,764人　

（T） 59,207円　

（U） 4,934円　

調整交付金相当額

調整交付金見込交付割合

後期高齢者加入割合補正係数

所得段階別加入割合補正係数

調整交付金見込額

標準給付費見込額

地域支援事業費

介護予防・日常生活支援総合事業費

第1号被保険者負担分相当額

財政安定化基金拠出金見込額

財政安定化基金拠出率

財政安定化基金償還金

準備基金取崩額

準備基金の残高（平成29年度末の見込額）

0.00%

市町村相互財政安定化事業交付額

98.50%予定保険料収納率

弾力化をした場合の所得段階別加入割合補

正後被保険者数

保険料設定を弾力化した場合の保険料額

保険料（年額）

保険料（月額）

審査支払手数料差引額

財政安定化基金取崩による交付額

市町村相互財政安定化事業負担額

保険料収納必要額
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第1号被保険者負担分相当額（D）＝（（A）＋（B））× 23%（標準的な第1号被保険者負担割合） 

調整交付金相当額（E） ＝（（A）＋（C））× 5%（標準的な調整交付金交付割合） 

調整交付金見込交付割合（H）＝ 第 7期調整交付金見込交付割合 

調整交付金見込額（I）＝（（A）＋（C））×（H） 

保険料収納必要額（Q）＝（D）＋（E）－（I）＋（J）＋（K）－（L）＋（M）－（N）＋（O）－（P） 

保険料(年額) （T）  ＝（Q）÷（R）÷（S） 

保険料(月額) （U）  ＝（T）÷ 12 

 

【参考】 

（表4-70）               保険料の推移 

 第 1期 第 2期 第 3期 第 4期 第 5期 第 6期 

保険料月額 2,700円 2,930円 3,400円 3,650円 4,550円 4,934円 

対前期 増減額 ― 230円 470円 250円 900円 384円 

増減率 ― 8.5％ 16.0％ 7.4％ 24.7％ 8.4％ 

 

② 所得段階別第1号被保険者数 

（表4-71） 

区分 
課税

区分 
所得段階基準 平成30年度 

平成31年度     

(2019年度） 

平成32年度

（2020年度） 

第1段階 
世
帯
非
課
税 

・生活保護受給者 

・本人の課税年金収入額と合計所得金額の合計が80万円以下 
5,717人 6,056人 6,156人 

第2段階 本人の課税年金収入額と合計所得金額の合計が120万円以下 2,239人 2,236人 2,272人 

第3段階 本人の課税年金収入額と合計所得金額の合計が120万円を超える 1,799人 1,585人 1,611人 

第4段階 世
帯
課
税
・ 

本
人
非
課
税 

本人の課税年金収入額と合計所得金額の合計が80万円以下 6,957人 7,398人 7,519人 

第5段階 本人の課税年金収入額と合計所得金額の合計が80万円を超える 5,517人 5,325人 5,412人 

第6段階 

本
人
が
市
民
税
課
税 

合計所得金額が120万円未満 5,197人 5,284人 5,371人 

第7段階 合計所得金額が120万円以上200万円未満  6,876人 6,991人 7,106人 

第8段階 合計所得金額が200万円以上250万円未満 2,239人 2,276人 2,314人 

第9段階 合計所得金額が250万円以上300万円未満 1,079人 1,097人 1,115人 

第10段階 合計所得金額が300万円以上400万円未満 960人 975人 992人 

第11段階 合計所得金額が400万円以上500万円未満 440人 447人 454人 

第12段階 合計所得金額が500万円以上700万円未満 400人 407人 413人 

第13段階 合計所得金額が700万円以上1,000万円未満 240人 244人 248人 

第14段階 合計所得金額が1,000万円以上 320人 325人 331人 

合      計 39,980人 40,646人 41,314人 

弾力化をした場合の所得段階別加入割合補正後被保険者数 41,296人 41,889人 42,579人 

※所得段階別加入割合補正後被保険者数は，それぞれの段階ごとに 被保険者の見込み数  

×保険料の基準額に対する割合 で算出される人数の合計です。 


